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改正
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名寄市除排雪担い手育成確保事業実施要綱

（趣旨）

第１条 この告示は、除排雪事業の担い手確保及び人材の育成を目的として、雇用の創

出、地元定着化や地元建設業等の安定的な経営を推進するため、技術継承対策や人材

確保対策について予算の範囲内において助成事業を行うものとし、その交付に関して

は、名寄市補助金等交付規則（平成18年名寄市規則第54号）に定めるもののほか、こ

の告示の定めるところによる。

（助成対象事業）

第２条 この告示に基づく助成対象事業は、次の各号に掲げる事業とする。

（１） 技術継承訓練助成事業

（２） 講習会及び研修会受講助成事業

（３） 大型自動車免許取得助成事業

（４） 大型特殊自動車免許取得助成事業

（定義）

第３条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定め

るところによる。

（１） 事業所 次に掲げるものをいう。

ア 市内に本社又は本部が存在し、名寄市道の除排雪に関わる建設等関連企業及び

事業所

イ 市内に存在し、名寄市道の除排雪に関わる建設等関連支社及び事業所（本社又

は本部が市外にあるもの）

ウ 市内の建設等関連企業及び事業所で構成し、名寄市道の除排雪に関わる組合又

は協同体

（２） 個人 次に掲げるものをいう。

ア 市内に在住し、事業所に通年雇用されている者

イ 市内に在住し、事業所に採用が内定している者

（助成対象者）



第４条 助成事業の対象者は、事業所又は個人とする。

（助成金額）

第５条 助成金額及び助成対象経費は、次の各号に定めるところによる。

（１） 技術継承訓練助成事業 事業所内における除排雪事業に従事する者同士の技

術の継承に必要な訓練・講習などに対し、必要な経費の３分の２の額（千円未満の

端数があるときは、これを切り捨てた額とする。）を助成する。ただし、年１回の

開催に対し10万円を限度とする。

（２） 講習会及び研修会受講助成事業 個人の技能及び技術の向上のために必要な

講習会又は研修会の受講に対し、必要な経費の３分の２の額（千円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額とする。）を助成する。ただし、３万円を限度とす

る。

（３） 大型自動車免許取得助成事業 個人の大型自動車免許の取得に対し、必要な

経費の３分の２の額（千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額とす

る。）を助成する。ただし、18万円を限度とする。

（４） 大型特殊自動車免許取得助成事業 個人の大型特殊自動車免許の取得に対し、

必要な経費の３分の２の額（千円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額

とする。）を助成する。ただし、18万円を限度とする。

２ 前項第２号、第３号又は第４号の助成事業は、過去に同種の助成を受けている場合

は、助成を受けることができない。

３ 第１項第２号、第３号及び第４号の助成を受けた者は、交付決定後、市内同一の事

業所に継続して３年以上勤務しなければならない。

（助成金の交付申請）

第６条 助成金を受けようとする者は、名寄市除排雪担い手育成確保事業利用申請書

（別記様式第１号）に、次の掲げる書類を添付して、市長が別に定める日までに提出

しなければならない。

（１） 技術承継訓練助成事業

ア 事業内容が分かる書類及び事業決算書

イ 口座振替依頼書（別記様式第２号）

（２） 講習会及び研修会受講助成事業

ア 講習会又は研修会の内容が分かる書類及び講習費用受領書又は研修費用受領書

（受講料及び教材費が明記されたもの）

イ 事業所の就業証明書又は内定通知書



ウ 口座振替依頼書

エ 誓約書（別記様式第３号）

（３） 大型自動車免許取得助成事業及び大型特殊自動車免許取得助成事業

ア 運転免許証の写し又は免許取得が確認できる書類

イ 事業所の就業証明書又は内定通知書

ウ 口座振替依頼書

エ 誓約書

（交付決定）

第７条 市長は、前条の申請があった場合は、その助成の可否を決定し、名寄市除排雪

担い手育成確保事業助成金決定（却下）通知書（別記様式第４号）により申請者に通

知するものとする。

（助成金の返還及び通知等）

第８条 市長は、助成金の交付を受けた者（以下「助成対象者」という。）が次の各号

のいずれかに該当するときは、既に交付した助成金の一部又は全部を返還させること

ができる。なお、市長が特別の理由があると認めた場合はこの限りではない。

（１） 事業所に採用内定していた者が就労しないとき。

（２） 交付決定後、過去に第５条第１項第３号又は第４号の助成事業の助成を受け

ていたことが判明したとき。

（３） 交付決定後、第５条第１項第３号又は第４号の助成を受けたものが、市内同

一の事業所に継続して３年以上勤務していないことが判明したとき。

２ 助成対象者は、前項各号のいずれかに該当したときは直ちに、名寄市除排雪担い手

育成確保事業助成金支給要件非該当報告書（別記様式第５号）により、市長に報告し

なければならない。

３ 助成対象者は、返還の通知を受けたときは、助成金を一括して返還しなければなら

ない。ただし、市長が特に必要と認める場合は、この限りではない。

（交付決定の取消）

第９条 市長は、虚偽その他の不正の手段により申請者が支給を受けたことが判明した

ときは、その決定を取り消すことができる。

（委任）

第10条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

この告示は、令和３年４月１日から施行する。



附 則（令和４年３月31日告示第1024号）

この告示は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和５年３月７日告示第1005号）

この告示は、令和５年４月１日から施行する。



別記様式第１号（第６条関係）



別記様式第２号（第６条関係）



別記様式第３号（第６条関係）



別記様式第４号（第７条関係）



別記様式第５号（第８条関係）


